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奈良市議案第２５号 

令和３年度奈良市水道事業会計予算 

（総則） 

第１条 令和３年度奈良市水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

（業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

１．給 水 戸 数  １７７，８４５戸 

２．年 間 総 給 水 量 ４２，９６４，７３４㎥ 

３．１ 日 平 均 給 水 量  １１７，７１２㎥ 

４．主要な建設改良事業 ３，１２０，８６４千円 

(1) 配 水 施 設 整 備 費  １２７，３８０千円 

(2) 配 水 施 設 費  ２３，７５２千円 

(3) 施 設 費 １，０９３，０９２千円 

(4) 配 水 施 設 改 良 費 １，２２７，５６５千円 

(5) 受託配水管改良費  ２６８，６７５千円 

(6) 東部地域建設改良費  １０５，８８７千円 

(7) 都祁地域建設改良費  １４６，０６１千円 

(8) 月ヶ瀬地域建設改良費  １２８，４５２千円 

（収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

収         入 

第１款 水道事業収益 ９，２６２，０００千円 

第１項 営 業 収 益 ７，７２４，３５１千円 

第２項 営 業 外 収 益 １，５３７，５９８千円 

第３項 特 別 利 益  ５１千円 

支 出 

第１款 水道事業費用 ８，７２６，０００千円 

第１項 営 業 費 用 ８，２２６，２４１千円
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第２項 営 業 外 費 用 ４８３，６００千円 

第３項 特 別 損 失  ６，１５９千円 

第４項 予 備 費 １０，０００千円 

（資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支 

出額に対し不足する額２，１２６，０００千円は、過年度分損益勘定留保資金２，０４９，

７３３千円及び当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額７６，２６７千円で補 

塡するものとする。）。 

収 入 

第１款 資本的収入 ３，１３８，０００千円 

第１項 企 業 債 １，９８２，５００千円 

第２項 補 助 金  １６５，０００千円 

第３項 負 担 金  ６８５，３９０千円 

第４項 分 担 金  ３０５，１１０千円 

支 出 

第１款 資本的支出 ５，２６４，０００千円 

第１項 建 設 改 良 費 ３，３３６，７２６千円 

第２項 固定資産取得費  ４２，１６０千円 

第３項 企業債償還金 １，４０８，５６９千円 

第４項 長 期 割 賦 金  ４６６，５４５千円 

第５項 予 備 費  １０，０００千円 

（債務負担行為） 

第５条 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。 

事 項 期 間 限 度 額 

給 水 車 の 購 入 

( 有 効 容 量 ３ ， ０ ０ ０ ℓ ) 

令和３年度から 

令和４年度まで 

千円 

21,159 

（企業債） 

第６条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。 
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起 債 の 目 的 限 度 額 起債の方法 利 率 償 還 の 方 法 

建設改良費に充当 

千円 

1,982,500 証書借入 

5.0％以内 
（利率見直し
方式により当
該利率の見直
しを行った後
においては、
見直し後の利
率とする。） 

借入先の融資条件
による。ただし企
業財政の都合によ
り、据置期間を短
縮し、若しくは繰
上償還又は低利に
借り換えることが
できる。 

（一時借入金） 

第７条 一時借入金の限度額は、１，５００，０００千円と定める。 

（予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第８条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定め 

る。 

(1)収益的支出における各項間の流用

(2)資本的支出における各項間の流用

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第９条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、

又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければなら 

ない。 

(1) 職員給与費 １，４４０，８９４千円 

（他会計からの補助金） 

第１０条 一般会計から補助を受ける金額は、次のとおりと定める。 

(1) 比奈知ダム建設事業割賦負担金元利償還補助金       ２６９，６８４千円 

(2) 東部地域等水道整備事業簡易水道事業債元利償還補助金   １１７，７４９千円 

(3) 児童手当補助金                      １１，２１６千円 

(4) 都祁地域に係る簡易水道事業債元利償還補助金       １０８，６３９千円 

(5) 月ヶ瀬地域に係る簡易水道事業債元利償還補助金       １３，３４６千円 

(6) 月ヶ瀬地域に係る高料金対策補助金              ２，７９０千円 

（たな卸資産購入限度額） 

第１１条 たな卸資産購入限度額は、１２０，０００千円と定める。
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  令和３年３月２日提出 

 

奈良市長  仲 川 元 庸   
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備 考

１. 水 道 事 業 収 益 9,262,000

１. 営 業 収 益 7,724,351

１. 給 水 収 益 7,702,435

２. 受 託 工 事 収 益 8,476

３. 工 事 負 担 金 3,638

４. 手 数 料 9,802

２. 営 業 外 収 益 1,537,598

１. 受 取 利 息 100

２. 他 会 計 補 助 金 46,259

３. 長期前受金戻入 1,275,756

４.
下 水 道 使 用 料
徴 収 負 担 金 199,133

５. 雑 収 益 16,350

３. 特 別 利 益 51

１. 過年度損益修正益 51

令和３年度奈良市水道事業会計予算実施計画

収 益 的 収 入 及 び 支 出

収　　　　　　　入

（単位：千円）

款 項 目 予 定 額
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備 考

１. 水 道 事 業 費 用 8,726,000

１. 営 業 費 用 8,226,241

１. 原水及び浄水費 2,578,048

２. 配 水 費 416,509

３. 給 水 費 172,915

４. 施 設 管 理 費 583,882

５. 受 託 工 事 費 14,432

６. 業 務 費 394,374

７. 総 係 費 768,103

８. 東 部 管 理 費 99,942

９. 都 祁 管 理 費 152,906

月 ヶ 瀬 管 理 費 63,508

減 価 償 却 費 2,954,746

資 産 減 耗 費 26,876

２. 営 業 外 費 用 483,600

１. 支 払 利 息 195,688

２. ダ ム 負 担 金 7,908

３.
消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

280,000

４. 雑 支 出 4

３. 特 別 損 失 6,159

１.
過 年 度 損 益
修 正 損

6,159

４. 予 備 費 10,000

１. 予 備 費 10,000

支　　　　　　　出

（単位：千円）

款 項 目 予 定 額

10.

11.

12.
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備 考

１. 資 本 的 収 入 3,138,000

１. 企 業 債 1,982,500

１. 企 業 債 1,982,500

２. 補 助 金 165,000

１.
国 ・ 県 そ の 他
補 助 金 165,000

３. 負 担 金 685,390

１. 負 担 金 9,877

２. 受 託 負 担 金 198,348

３. 他 会 計 補 助 金 477,165

４. 分 担 金 305,110

１. 施 設 分 担 金 299,830

２. 加 算 分 担 金 5,280

款 項 目 予 定 額

（単位：千円）

資 本 的 収 入 及 び 支 出

収　　　　　　　入
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備 考

１. 資 本 的 支 出 5,264,000

１. 建 設 改 良 費 3,336,726

１. 配水施設整備費 145,917

２. 配 水 施 設 費 72,361

３. 施 設 費 1,130,323

４. 配水施設改良費 1,314,854

５. 受託配水管改良費 292,871

６.
東 部 地 域
建 設 改 良 費 105,887

７.
都 祁 地 域
建 設 改 良 費 146,061

８.
月 ヶ 瀬 地 域
建 設 改 良 費 128,452

２. 固定資産取得費 42,160

１. 固定資産取得費 39,045

２.
都 祁
固定資産取得費 1,566

３.
月 ヶ 瀬
固定資産取得費 1,549

３. 企 業 債 償 還 金 1,408,569

１. 企 業 債 償 還 金 1,202,790

２.
都 祁
企 業 債 償 還 金 183,450

３.
月 ヶ 瀬
企 業 債 償 還 金 22,329

４. 長 期 割 賦 金 466,545

１. 長 期 割 賦 金 466,545

５. 予 備 費 10,000

１. 予 備 費 10,000

款 項 目 予 定 額

支　　　　　　　出

（単位：千円）
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令和３年度奈良市水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書

（令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで）

（単位：千円）

１. 業務活動によるキャッシュ・フロー

　　　当年度純利益（△は純損失） 453,087

　　　減価償却費 2,954,746

　　　引当金の増減額（△は減少） 43,985

　　　長期前受金戻入額 △ 1,275,756

      受取利息 △ 100

　　　支払利息 195,688

　　　ダム負担金利息 7,908

　　　固定資産除却損 24,623

　　　未収消費税等の増減額（△は増加） 210,754

　　　未払金の増減額（△は減少） △ 133,127

　　　未払消費税等の増減額（△は減少） 99,372

　　　その他流動資産の増減額（△は増加） 9

　　　小計 2,581,189

　　　利息の受取額 100

　　　利息の支払額 △ 203,596

 　　 業務活動によるキャッシュ・フロー 2,377,693

２. 投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　有形固定資産の取得による支出 △ 3,252,073

　　　補助金による収入 150,000

　　　負担金による収入 645,364

　　　分担金による収入 277,373

 　　 投資活動によるキャッシュ・フロー △ 2,179,336

３. 財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　一時借入れによる収入 500,000

　　　一時借入金の返済による支出 △ 500,000

　　　建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 1,982,500

　　　建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 1,408,569

　　　長期割賦金の償還による支出 △ 444,328

 　　 財務活動によるキャッシュ・フロー 129,603

 　　 資 金 増 加 額 327,960

 　　 資金期首残高 5,099,174

 　　 資金期末残高 5,427,134
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員
１

人
当

た
り

給
与

３
３

９
，

７
８

０

４
３

５
，

８
４

１

４
３

．
８

３
３

３
，

８
１

７

４
３

０
，

０
４

３

４
３

．
６

　
(
2
)
 
初

　
任

　
給

平
均

年
齢

平
均

給
与

月
額

平
均

給
料

月
額

平
均

年
齢

令
和

3
年

１
月

１
日

現
在

令
和

2
年

１
月

１
日

現
在

区
　

　
　

分

令
和

3
年

1
月

1
日

高
　

　
校

　
　

卒

短
　

　
大

　
　

卒

大
　

　
学

　
　

卒

一
　

般
　

職

同
　

　
左

一
般

会
計

の
制

度
　

（
円

）

（
円

）

一
　

般
　

職
　

（
円

）

１
８

８
，

７
０

０

１
６

５
，

９
０

０

１
５

４
，

９
０

０

（
歳

）

（
円

）

（
円

）

（
歳

）

（
円

）

区
　

　
　

　
分

平
均

給
与

月
額

平
均

給
料

月
額
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(
3
)
　

級
別

職
員

数
〔

　
　

〕
は

再
任

用
職

員
の

職
員

数
及

び
構

成
比

 
（

単
位

：
人

・
％

）

7

1
0

3
9

3
7

2
2 7 4 4 2

1
3
2

1
0
0
.0

4

1
6

4
1

3
9

2
6 4 7 3 2

1
4
2

1
0
0
.0

令
和

3
年

1
月

1
日

現
在

一
　

　
　

　
　

般
　

　
　

　
　

職

級
職

　
　

員
　

　
数

構
　

　
成

　
　

比

１

3
.0

３ ４２
7
.6

5
.3

2
9
.6

2
8
.0

区
分

８ ９

2
.8

１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ １
０ 計

1
1
.3

2
7
.5

1
8
.3

１
０

1
.5

1
6
.7

5
.3

3
.0

６ ７ ８ ９５
〔
1
〕

〔
5
.6

〕

令
和

2
年

1
月

1
日

現
在

〔
9
4
.4

〕

〔
1
0
0
.0

〕

〔
1
0
0
.0

〕

〔
1
0
0
.0

〕

〔
1
7
〕

〔
1
7
〕

〔
1
7
〕

〔
1
8
〕

4
.9

2
.1

1
.4

2
8
.9

2
.8

計
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（
級

別
の

基
準

と
な

る
職

務
）

 
(
4
)
　

昇
給

職
　

　
員

　
　

数
（

Ａ
)

１
３

９

昇
給

に
係

る
職

員
数

（
Ｂ

)
９

８

１
号

給

２
号

給

３
号

給
５

４
号

給
９

３

比
　

　
　

率
　

（
Ｂ

）
／

（
Ａ

）
７

０
．

５

職
　

　
員

　
　

数
（

Ａ
)

１
４

２

昇
給

に
係

る
職

員
数

（
Ｂ

)
９

８

１
号

給

２
号

給

３
号

給
５

４
号

給
９

３

比
　

　
　

率
　

（
Ｂ

）
／

（
Ａ

）
６

９
．

０

（
人

）

（
人

）

 
部

長
級

 
部

長
級

次
長

級

（
人

）

（
人

）

課
長

級
主

幹
級

一
　

　
般

　
　

職

１
０

　
級

８
　

級
９

　
級

５
　

級
６

　
級

７
　

級

前 　 年 　 度

技
術

職
員

事
務

職
員

本 　 年 　 度

（
人

）

号
給

数
別

内
訳

（
人

）

（
％

）

（
人

）

（
人

）

（
人

）

（
人

）

（
％

）

（
人

）

号
給

数
別

内
訳

（
人

）

１
　

級

区
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
分

区 　 分

２
　

級
３

　
級

４
　

級

主
 
事

課
長

補
佐

級
係

長
級

主
 
務
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(
5
)
　

特
殊

勤
務

手
当

給
料

総
額

に
対

す
る

比
率

（
％

）
０

．
０

２

（
％

）
３

８
．

６
４

代
表

的
な

特
殊

勤
務

手
当

の
名

称

　
(
6
)
　

期
末

手
当

､
勤

勉
手

当

６
月

 
1
2
月

(
月

分
)

(
月

分
)

(
月

分
)

〔
　

 
〕

は
再

任
用

職
員

の
支

給
率

区
分

現
場

処
理

作
業

手
当

、
有

害
物

等
取

扱
業

務
手

当

支
給

対
象

職
員

の
比

率
（

令
和

３
年

１
月

１
日

現
在

）

一
　

　
般

　
　

職

本
年

度

支
 
 
給

 
 
率

 
 
計

区
　

　
分

備
　

考
 
職

制
上

の
段

階
、

職
務

の
 
級

等
に

よ
る

加
算

措
置

支
 
給

 
期

 
別

 
支

 
給

 
率

２
．

２
２

５
２

．
２

２
５

４
．

４
５

〔
１

．
１

７
５

〕
〔

１
．

１
７

５
〕

〔
２

．
３

５
〕

有

一
般

会
計

の
制

度

２
．

２
５

０
２

．
２

５
０

４
．

５
０

有
〔

１
．

１
７

５
〕

〔
１

．
１

７
５

〕
〔

２
．

３
５

〕
前

年
度

２
．

２
２

５
２

．
２

２
５

４
．

４
５

〔
１

．
１

７
５

〕
〔

１
．

１
７

５
〕

〔
２

．
３

５
〕

有
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(
7
)
　

定
年

退
職

及
び

応
募

認
定

退
職

に
係

る
退

職
手

当

(
月

分
)

(
月

分
)

(
月

分
)

(
月

分
)

　
(
8
)
　

そ
の

他
の

手
当

区
 
 
 
 
 
 
 
 
分

支
 
給

 
率

 
等

２
４

．
５

８
６

８
７

５
４

７
．

７
０

９

２
０

年
勤

続
の

者

特
 
例

 
措

 
置

（
2
%
 
～

 
4
5
%
 
加

算
）

３
３

．
２

７
０

７
５

４
７

．
７

０
９

応
募

認
定

退
職

そ
の

他
の

加
算

措
置

等
備

　
考

最
高

限
度

３
５

年
勤

続
の

者
２

５
年

勤
続

の
者

同
　

　
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
じ

差
 
 
異

 
 
の

 
 
内

 
 
容

一
般

会
計

の
制

度

（
支

給
率

等
）

通
　

 
　

勤
　

 
　

手
　

 
　

当

住
　

 
　

居
　

 
　

手
 
　

　
当

地
　

 
　

域
　

 
　

手
　

 
　

当

扶
　

 
　

養
　

 
　

手
　

 
　

当

区
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
分

同
　

　
　

　
じ

一
般

会
計

の
制

度
と

の
異

同

同
　

　
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
じ

同
　

　
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
じ

同
　

　
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
じ
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会
計

年
度

任
用

職
員

１
．

総
括

（
単

位
：

千
円

）

〔
　

 〕
内

は
、

会
計

年
度

任
用

の
職

を
占

め
る

職
員

で
あ

っ
て

、
そ

の
一

週
間

当
た

り
の

通
常

の
勤

務
時

間
が

常
時

勤
務

を

要
す

る
職

を
占

め
る

職
員

の
一

週
間

当
た

り
の

通
常

の
勤

務
時

間
に

比
し

短
い

職
員

の
外

数

区
　

　
　

　
分

〔
3
7
〕

本
年

度

前
年

度

比
較

1
2
,3

8
3

給
　

　
　

与
　

　
　

費

法
定

福
利

費

△
 6

,8
4
9

△
 3

,4
7
1

3
3
3

6
1
,5

0
4

5
8
,1

2
6

3
,3

7
8

給
　

　
料

8
6
,6

9
5

△
 3

,1
3
8

合
　

　
計 8
3
,5

5
7

手
　

　
当

計

9
,3

3
7

7
0
,8

4
1

1
2
,7

1
6

期
末

手
当 1
2
,3

6
3

区
　

　
分

7
1
1

4
2
9

時
 
間

 
外

勤
務

手
当

手
当

の
内

訳

1
6
,1

8
6

比
　

　
較〔
3
4
〕

〔
3
〕

7
4
,3

1
2

3
,3

7
0

1
,1

4
0

特
殊

勤
務

手
当 3

5

3
5

本
　

年
　

度

前
　

年
　

度

通
勤

手
当 4
,7

9
2

3
,1

1
2

1
,6

8
0

職
 
員

 
数

（
人

）

△
 8

,9
9
3
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２
．

給
料

及
び

手
当

の
増

減
額

の
明

細
（

単
位

：
千

円
）

給
与

改
定

に
伴

う
増

減
分

そ
の

他
の

増
減

分
△

 6
,8

4
9

そ
の

他
の

増
減

分
3
,3

7
8

給
与

改
定

に
伴

う
増

減
分

備
　

 
 
　

考
増

 
 
減

 
 
事

 
 
由

 
 
別

 
 
内

 
 
訳

区
 
 
 
 
 
分

増
 
減

 
額

説
　

 
 
　

 
明

手
　

　
当

△
 6

,8
4
9

給
　

　
料

3
,3

7
8
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企
業
債
補
助
金
損
益
勘
定

留
保
資
金
等

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

％

令
和

元
年
度

8
5
,
8
0
0

4
2
,
9
0
0

-
4
2
,
9
0
0

0
-

-
0

-
0
.
0
逓
次
繰
越

8
5
,
8
0
0
千

円

令
和

２
年
度

4
8
0
,
7
0
0
2
4
0
,
3
0
0

-
2
4
0
,
4
0
0

-
3
0
2
,
1
9
8

-
3
0
2
,
1
9
8

-
4
4
.
1
逓
次
繰
越

2
6
4
,
3
0
2
千

円

令
和

３
年
度

1
1
8
,
8
0
0

5
9
,
4
0
0

-
5
9
,
4
0
0

-
-
3
8
3
,
1
0
2
3
8
3
,
1
0
2

-
5
5
.
9

計
6
8
5
,
3
0
0
3
4
2
,
6
0
0

-
3
4
2
,
7
0
0

0
3
0
2
,
1
9
8
3
8
3
,
1
0
2
6
8
5
,
3
0
0

-
1
0
0
.
0

令
和

２
年
度

2
2
0
,
0
0
0
1
3
2
,
0
0
0

7
3
,
3
3
3

1
4
,
6
6
7

-
0

-
0

-
0
.
0
逓
次
繰
越

2
2
0
,
0
0
0
千

円

令
和

３
年
度

4
9
5
,
0
0
0
2
9
7
,
0
0
0
1
6
5
,
0
0
0

3
3
,
0
0
0

-
-
7
1
5
,
0
0
0
7
1
5
,
0
0
0

-
5
9
.
1

令
和

４
年
度

4
9
5
,
0
0
0
2
9
7
,
0
0
0
1
6
5
,
0
0
0

3
3
,
0
0
0

-
-

-
-

4
9
5
,
0
0
0

-

計
1
,
2
1
0
,
0
0
0
7
2
6
,
0
0
0
4
0
3
,
3
3
3

8
0
,
6
6
7

-
0
7
1
5
,
0
0
0
7
1
5
,
0
0
0

4
9
5
,
0
0
0

5
9
.
1

継
　
続
　
費
　
に
　
関
　
す
　
る
　
調
　
書

款
項

事
業

名

全
体

計
画

前
前
年
度

末
ま
で
の

支
払
義
務

発
生
額

前
年
度
末

ま
で
の
支

払
義
務
発

生
（
見
込

）
額

当
該
年
度

支
払
義
務

発
生
予
定

額

当
該
年
度

末
ま
で
の

支
払
義
務

発
生
予
定

額

翌
年
度
以
降

の
支
払
義
務

発
生
予
定
額

継
続
費
の

総
額
に
対

す
る
進
捗

率

備
考

年
度
年
割
額

左
の

財
源

内
訳

１
.
資
本
的
支
出
１
.
建
設
改
良
費

緑
ヶ
丘
浄
水
場

高
架
水
槽

更
新
工
事

緑
ヶ
丘
浄
水
場

中
央
監
視
制
御

シ
ス
テ
ム

更
新
工
事
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期
　
　
　
間

金
　
　
　
額

期
　
　
　
間

金
　
　
　
額

水
道
事
業
収
益

損
益
勘
定
留
保
資
金

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

送
配
水
施
設

整
備

計
画

再
検
討
委
託

2
8
,4
7
8

令
和
３
年
度
か
ら

令
和
４
年
度
ま
で

2
8
,4
7
8

2
8
,4
7
8

奈
良
市
水
道
事
業

中
長
期
計
画

再
検
討
委
託

1
1
,8
7
7

令
和
３
年
度
か
ら

令
和
４
年
度
ま
で

1
1
,8
7
7

1
1
,8
7
7

給
水
車
の
購
入

（
有

効
容

量
３
，
０
０
０
ℓ
）

2
1
,1
5
9

令
和
３
年
度
か
ら

令
和
４
年
度
ま
で

2
1
,1
5
9

2
1
,1
5
9

債
務
負
担
行
為
に
関
す
る
調
書

事
　
項

限
度
額

前
年

度
末

ま
で

の
支
払
義
務
発
生
（
見
込
）
額

当
該

年
度

以
降

の
支
払
義
務
発
生
予
定
額

左
の

財
源

内
訳
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令和３年度奈良市水道事業予定貸借対照表

（令和４年３月３１日）

（単位：千円）

資   産   の   部

１. 固  定  資  産

  (1)　有  形  固  定  資  産

　  イ　土              地 4,214,154

　  ロ　建              物 4,560,222

　  　　減 価 償 却 累 計 額 △ 2,250,755 2,309,467

　  ハ　構      築      物 94,441,597

　  　　減 価 償 却 累 計 額 △ 48,643,332 45,798,265

　  ニ　機 械 及 び 装 置 19,964,789

　  　　減 価 償 却 累 計 額 △ 15,315,541 4,649,248

　  ホ  車  両  運  搬  具 119,542

　  　　減 価 償 却 累 計 額 △ 88,771 30,771

　  ヘ　器   具   備   品 215,254

　  　　減 価 償 却 累 計 額 △ 144,237 71,017

　  ト　建  設  仮  勘  定 599,849

     　有 形 固 定 資 産 合 計 57,672,771

  (2)　無  形  固  定  資  産

　  イ　ダ  ム  使  用  権 17,591,800

　  ロ　その他無形固定資産 1,066,783

     　無 形 固 定 資 産 合 計 18,658,583

  (3)　投  　  　  　  　  資

　  イ　出　　　資　　　金 3,175

     　投　　資　　合　　計 3,175

　  固  定  資  産  合  計 76,334,529

２. 流  動  資  産

  (1)　現    金    預    金 5,427,134

  (2)　未       収       金 705,414

     　貸  倒  引  当  金 △ 46,076 659,338

  (3)　貯       蔵       品 33,445

  (4)　そ の 他 流 動 資 産 33,151

　  流  動  資  産  合  計 6,153,068

　  資      産      合    計 82,487,597
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負   債   の   部

３. 固　定　負　債

  (1)　企       業       債

　  イ　建設改良費等の財源に

　  　　充 て る た め の 企 業 債 14,738,446

     　企  業  債  合  計 14,738,446

  (2)　引 　　　当　　　 金

　  イ　退 職 給 付 引 当 金 1,266,084

     　引  当  金  合  計 1,266,084

　  固  定  負  債  合  計 16,004,530

４. 流　動　負　債

  (1)　企       業       債

　  イ　建設改良費等の財源に

　  　　充 て る た め の 企 業 債 927,192

     　企  業  債  合  計 927,192

  (2)　未       払       金 325,000

  (3)　前       受       金 5,000

  (4)　引 　　　当　　　 金

　  イ　賞  与  引  当  金 106,937

     　引  当  金  合  計 106,937

  (5)　預       り       金 498,934

　  流  動  負  債  合  計 1,863,063

５. 繰　延　収　益

  (1)　長　期　前　受　金 54,695,014

  (2)　収  益  化  累  計  額 △ 25,986,653 28,708,361

　  繰  延  収  益  合  計 28,708,361

　  負      債      合    計 46,575,954

－23－



資   本   の   部

６. 資　　本　　金 15,582,951

７. 剰　　余　　金

  (1)　資　本　剰　余　金

　  イ　受 贈 財 産 評 価 額 1,364,952

　  ロ　諸   補   助   金 106,602

　  ハ　分      担      金 5,401,638

　  ニ　負担金その他諸収入 11,743,704

     　資 本 剰 余 金 合 計 18,616,896

  (2)　利　益　剰　余　金

　  イ　当 年 度 未 処 分

        利  益  剰  余  金 1,711,796

     　利 益 剰 余 金 合 計 1,711,796

　  剰   余   金   合   計 20,328,692

　  資      本      合    計 35,911,643

　  負  債  資  本  合  計 82,487,597
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令和２年度奈良市水道事業予定損益計算書

（令和２年４月１日から令和３年３月３１日まで）

（単位：千円）

１. 営   業    収   益

 (1) 給 水 収 益 6,514,565

 (2) 受 託 工 事 収 益 6,869

 (3) 工 事 負 担 金 2,848

 (4) 手 数 料 8,190 6,532,472

２. 営   業    費   用

 (1) 原 水 及 び 浄 水 費 2,223,435

 (2) 配 水 費 351,581

 (3) 給 水 費 148,145

 (4) 施 設 管 理 費 501,440

 (5) 受 託 工 事 費 13,819

 (6) 業 務 費 352,261

 (7) 総 係 費 724,169

 (8) 東 部 管 理 費 88,970

 (9) 都 祁 管 理 費 117,852

 (10) 月 ヶ 瀬 管 理 費 57,669

 (11) 減 価 償 却 費 2,999,959

 (12) 資 産 減 耗 費 48,957 7,628,257

  　営      業      損      失 1,095,785

３. 営  業  外  収  益

 (1) 受 取 利 息 391

 (2) 他 会 計 補 助 金 79,946

 (3) 長 期 前 受 金 戻 入 1,301,747

 (4) 下水道使用料徴収負担金 182,480

 (5) 雑 収 益 10,949 1,575,513

４. 営  業  外  費  用

 (1) 支 払 利 息 201,121

 (2) ダ ム 負 担 金 30,360

 (3) 雑 支 出 2,701 234,182 1,341,331

  　経      常      利      益 245,546

５. 特   別    利   益

 (1) 固 定 資 産 売 却 益 188,950

 (2) 過 年 度 損 益 修 正 益 114 189,064

６. 特   別    損   失

 (1) 過 年 度 損 益 修 正 損 15,383 15,383 173,681

　  当　 年　 度　 純　 利　 益 419,227

　  前　年　度　繰　越　利　益　剰　余　金 839,482

　  その他未処分利益剰余金変動額 1,600,000

　  当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金 2,858,709
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令和２年度奈良市水道事業予定貸借対照表

（令和３年３月３１日）

（単位：千円）

資   産   の   部

１. 固　定　資　産

  (1)　有  形  固  定  資  産

　  イ　土              地 4,174,154

　  ロ　建              物 4,560,785

　  　　減 価 償 却 累 計 額 △ 2,172,354 2,388,431

　  ハ　構      築      物 90,644,746

　  　　減 価 償 却 累 計 額 △ 46,941,865 43,702,881

　  ニ　機 械 及 び 装 置 19,375,739

　  　　減 価 償 却 累 計 額 △ 14,907,765 4,467,974

　  ホ　車  両  運  搬  具 118,547

　  　　減 価 償 却 累 計 額 △ 75,667 42,880

　  ヘ　器   具   備   品 198,652

　  　　減 価 償 却 累 計 額 △ 130,779 67,873

　  ト　建  設  仮  勘  定 1,570,533

     　有 形 固 定 資 産 合 計 56,414,726

  (2)　無  形  固  定  資  産

　  イ　ダ  ム  使  用  権 18,271,741

　  ロ　その他無形固定資産 1,127,382

     　無 形 固 定 資 産 合 計 19,399,123

  (3)　投              　資

　  イ　出　　　資　　　金 3,175

     　投　　資　　合　　計 3,175

     固  定  資  産  合  計 75,817,024

２. 流　動　資　産

  (1)　現    金    預    金 5,099,174

  (2)　未       収       金 916,168

     　貸　倒　引　当　金 △ 46,463 869,705

  (3)　貯       蔵       品 33,445

  (4)　そ の 他 流 動 資 産 33,160

     流  動  資  産  合  計 6,035,484

     資      産      合    計 81,852,508
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負   債   の   部

３. 固　定　負　債

  (1)　企       業       債

     イ　建設改良費等の財源に

　  　　充 て る た め の 企 業 債 13,683,138

     　企  業  債  合  計 13,683,138

  (2)　引 　　　当　　　 金

　  イ　退 職 給 付 引 当 金 1,223,704

     　引  当  金  合  計 1,223,704

　  固  定  負  債  合  計 14,906,842

４. 流　動　負　債

  (1)　企       業       債

　  イ　建設改良費等の財源に

　  　　充 て る た め の 企 業 債 1,408,569

     　企  業  債  合  計 1,408,569

  (2)　ダ ム 割 賦 負 担 金 444,328

  (3)　未       払       金 358,755

  (4)　前       受       金 5,000

  (5)　引 　　　当　　　 金

　  イ　賞  与  引  当  金 104,945

     　引  当  金  合  計 104,945

  (6)　預       り       金 498,934

　  流  動  負  債  合  計 2,820,531

５. 繰　延　収　益

  (1)　長　期　前　受　金 53,377,476

  (2)　収  益  化  累  計  額 △ 24,710,897 28,666,579

　  繰  延  収  益  合  計 28,666,579

　  負      債      合    計 46,393,952
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資   本   の   部

６. 資　　本　　金 13,982,951

７. 剰　　余　　金

  (1)　資　本　剰　余　金

　  イ　受 贈 財 産 評 価 額 1,364,952

　  ロ　諸   補   助   金 106,602

　  ハ　分      担      金 5,401,638

　  ニ　負担金その他諸収入 11,743,704

     　資 本 剰 余 金 合 計 18,616,896

  (2)　利　益　剰　余　金

　  イ　当 年 度 未 処 分

　  　　利  益  剰  余  金 2,858,709

     　利 益 剰 余 金 合 計 2,858,709

　  剰   余   金   合   計 21,475,605

　  資      本      合    計 35,458,556

　  負  債  資  本  合  計 81,852,508
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奈良市水道事業注記表 

 

会計に関する書類における注記 

 

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

貯蔵品  先入先出法による原価法によっている。 

 

２ 固定資産の減価償却の方法 

⑴ 有形固定資産 

・減価償却の方法 定額法（ただし、取替資産については取替法による。） 

・主な耐用年数 

建物      ６～６５年 

構築物      ６～８０年 

機械及び装置  ５～２０年 

器具及び備品  ２～２０年 

⑵  無形固定資産 

・減価償却の方法 定額法 

 

３ 引当金の計上方法 

⑴ 退職給付引当金 

職員の退職手当の支給に備えるため、当年度の退職手当の期末要支給額に相当 

する金額を計上している。 

⑵  賞与引当金 

職員の期末・勤勉手当の支給及びこれに係る法定福利費の支払に備えるため、

当年度末における支給（支払）見込額に基づき、当年度の負担に属する額（１２

月から３月までの４か月分）を計上している。 

⑶  貸倒引当金 

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率による回収不能見込額を

計上している。 
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４ その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項 

⑴  消費税及び地方消費税の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。 

なお、控除対象外消費税等については、当事業年度の費用として処理している。 

 

Ⅱ．キャッシュ・フロー計算書等関連 

１ 重要な非資金取引 

⑴ 当年度、新たに計上する受贈財産に係る資産及び負債の額は、それぞれ２４４，

８０１千円の見込みである。 

 

Ⅲ．予定貸借対照表等関連 

１ 企業債の償還に係る他会計の負担 

貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して１

年以内に償還予定のものも含む）のうち、他会計が負担すると見込まれる額は１，

７７７，０３３千円である。 

２ 保証債務又は重要な係争事件に係る損害賠償義務等に関する事項 

  該当事項無し 

３ 引当金の取崩し 

⑴  退職給付引当金の取崩し 

令和３年度において、退職に係る退職手当として２３，３０１千円を支給する

ため、退職給付引当金を同額取り崩すものとして算定した。 

⑵  賞与引当金の取崩し 

令和３年度において、期末・勤勉手当の支給及びこれに係る法定福利費の支払

いとして１０４，９４５千円を負担するため、賞与引当金を同額取り崩すものと

して算定した。 

⑶  貸倒引当金の取崩し 

令和３年度において、５年経過債権及び破産等により免責対象となる債権８，

１５７千円について不納欠損処分をするため、貸倒引当金を同額取り崩すものと

して算定した。 
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Ⅳ．セグメント情報の開示 

１ 報告セグメントの概要 

水道事業会計は、奈良市水道事業、都祁水道事業及び月ヶ瀬簡易水道事業を運営

しており、各事業で運営方針等を決定していることから、奈良市水道事業、都祁水

道事業及び月ヶ瀬簡易水道事業の３つを報告セグメントとしている。 

なお、各報告セグメントに属する事業の内容は以下のとおりである。 

セグメント区分 事業の内容 

奈良市水道事業 都祁及び月ヶ瀬地域以外の地域において水道水を供給する業務 

都祁水道事業 都祁地域において水道水を供給する業務 

月ヶ瀬簡易水道事業 月ヶ瀬地域において水道水を供給する業務 

 

２ 報告セグメントごとの営業収益等 

当年度 （ 自 令和3年4月1日 至 令和4年3月31日 ） 

単位（千円） 奈良市水道事業 都祁水道事業  月ヶ瀬簡易水道事業 合  計 

営業収益 7,564,529 133,605 26,217 7,724,351 

営業費用 7,727,611 386,637 111,993 8,226,241 

営業損益 △163,082 △253,032 △85,776 △501,890 

経常損益 712,813 △111,361 △49,344 552,108 

その他項目     

 他会計繰入金 28,899 12,707 4,653 46,259 

 減価償却費 2,675,702 231,844 47,200 2,954,746 

 特別利益 51 0 0 51 

 特別損失 5,475 600 84 6,159 

有形固定資産及び 

無形固定資産の増加額 
3,101,258 147,627 130,001 3,378,886 
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Ⅴ．リース契約により使用する固定資産 

１ リース会計に係る特例措置 

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方

法に準じた会計処理によっている。 

２ 賃貸借処理を行っている所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リ

ース料相当額 

     １年内   ７１，７７９千円 

     １年超  １８１，２１２千円 

      計   ２５２，９９１千円 
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奈良市議案第２６号 

令和３年度奈良市下水道事業会計予算 

（総則） 

第１条 令和３年度奈良市下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

（業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

１．水 洗 化 人 口  ３１８，９９０人 

２．年 間 有 収 水 量 ３５，８４９，０００㎥ 

３．１日平均有収水量  ９８，２１７㎥ 

４．主要な建設改良事業 １，１２２，８２３千円 

(1) 管 渠 建 設 費 ７２１，１７４千円 

(2) 管 渠 改 良 費 １６７，０００千円 

(3) 処理場建設改良費  ６，６００千円 

(4) 流域下水道整備事業費 ２２８，０４９千円 

（収益的収入及び支出）  

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

収         入 

第１款 下水道事業収益 ８，５５７，０００千円 

第１項 営 業 収 益 ５，７７０，８１２千円 

第２項 営 業 外 収 益 ２，７８６，１８０千円 

第３項 特 別 利 益  ８千円 

支 出 

第１款 下水道事業費用 ８，１５７，０００千円 

第１項 営 業 費 用 ７，５９２，０９４千円 

第２項 営 業 外 費 用  ５５５，６３２千円 

第３項 特 別 損 失  ４，２７４千円 

第４項 予 備 費  ５，０００千円 
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（資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支 

出額に対し不足する額１，７７６，０００千円は、過年度分損益勘定留保資金１，４９７，

６６７千円及び当年度分損益勘定留保資金２７８，３３３千円で補塡するものとする。）。 

収         入 

 第１款 資本的収入                   ２，９１０，０００千円 

  第１項 企 業 債             １，９６１，０００千円 

  第２項 他 会 計 補 助 金               ６６９，６３７千円 

  第３項 国庫補助金及び交付金               ２３４，８０２千円 

  第４項 県 補 助 金                 ９，０５３千円 

  第５項 負 担 金 等                ３５，５０８千円 

支         出 

 第１款 資本的支出                   ４，６８６，０００千円 

  第１項 建 設 改 良 費             １，１７２，５８０千円 

  第２項 固 定 資 産 取 得 費                 ３，２００千円 

  第３項 企 業 債 償 還 金             ３，５１０，２２０千円 

（債務負担行為） 

第５条 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。 

事      項 期  間 限  度  額 

水洗便所改造資金融資斡旋事業に
伴う利子補給（公共下水道分） 

令和３年度から 
令和７年度まで 

融資総額33,000千円を限度とす
る年利1.00%の範囲内の額 

水洗便所改造資金借受者の金融機 
関からの融資に対する損失補償 
（公共下水道分） 

令和３年度から 
令和７年度まで 

金融機関からの借入総額33,000
千円及び当該借入期間中の利息
相当額並びに遅延利息の合計額 

水洗便所改造資金融資斡旋事業に
伴う利子補給（農業集落排水処理
施設分） 

令和３年度から 
令和７年度まで 

融資総額11,100千円を限度とす
る年利1.00%の範囲内の額 

水洗便所改造資金借受者の金融機 
関からの融資に対する損失補償 
（農業集落排水処理施設分） 

令和３年度から 
令和７年度まで 

金融機関からの借入総額11,100
千円及び当該借入期間中の利息
相当額並びに遅延利息の合計額 

下水道施設等包括的維持管理業務
委託 

令和３年度から 
令和８年度まで 

5,270,621千円 
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（企業債） 

第６条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。 

起 債 の 目 的 限 度 額 起債の方法 利 率 償 還 の 方 法 

下水道事業 

千円 

1,961,000 証書借入 

5.0％以内 

（利率見直し方

式により当該利

率の見直しを行

った後において

は、見直し後の

利率とする。） 

借入先の融資条件

による。ただし企

業財政の都合によ

り、据置期間を短

縮し、若しくは繰

上償還又は低利に

借り換えることが

できる。 

（一時借入金） 

第７条 一時借入金の限度額は、２，０００，０００千円と定める。 

（予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第８条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定め 

る。 

(1) 収益的支出における各項間の流用

(2) 資本的支出における各項間の流用

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第９条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、 

又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければなら 

ない。 

(1) 職 員 給 与 費 ２７０，８７０千円 

（他会計からの補助金） 

第１０条 一般会計から補助を受ける金額は、１，４０１，６６４千円と定める。 

（たな卸資産購入限度額） 

第１１条 たな卸資産購入限度額は、１００，０００千円と定める。 

令和３年３月２日提出 

奈良市長 仲 川 元 庸
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備 考

１. 下水道事業収益 8,557,000

１. 営 業 収 益 5,770,812

１. 下 水 道 使 用 料 5,340,719

２. 雨水処理負担金 429,990

３. その他営業収益 103

２. 営 業 外 収 益 2,786,180

１.
受 取 利 息
及 び 配 当 金 3

２. 他 会 計 負 担 金 5,043

３. 他 会 計 補 助 金 302,037

４.
国 庫 補 助 金
及 び 交 付 金 48,617

５. 県 補 助 金 3,521

６. 長期前受金戻入 2,425,646

７. 雑 収 益 1,313

３. 特 別 利 益 8

１. 過年度損益修正益 8

令和３年度奈良市下水道事業会計予算実施計画

収 益 的 収 入 及 び 支 出

収　　　　　　　入

（単位：千円）

款 項 目 予 定 額

－37－



備 考

１. 下水道事業費用 8,157,000

１. 営 業 費 用 7,592,094

１. 管 渠 費 387,436

２. ポ ン プ 場 費 41,910

３. 処 理 場 費 593,557

４. 普 及 指 導 費 57,272

５. 業 務 費 199,437

６. 総 係 費 165,230

７. 減 価 償 却 費 3,889,382

８. 資 産 減 耗 費 8,037

９. 流域下水道管理費 2,249,833

２. 営 業 外 費 用 555,632

１.
支 払 利 息 及 び
企業債取扱諸費 305,622

２.
消 費 税 及 び
地 方 消 費 税 250,000

３. 雑 支 出 10

３. 特 別 損 失 4,274

１.
過 年 度 損 益
修 正 損 4,274

４. 予 備 費 5,000

１. 予 備 費 5,000

支　　　　　　　出

（単位：千円）

款 項 目 予 定 額
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備 考

１. 資 本 的 収 入 2,910,000

１. 企 業 債 1,961,000

１. 企 業 債 1,961,000

２. 他 会 計 補 助 金 669,637

１. 他 会 計 補 助 金 669,637

３.
国庫補助金及び
交 付 金 234,802

１.
国庫補助金及び
交 付 金 234,802

４. 県 補 助 金 9,053

１. 県 補 助 金 9,053

５. 負 担 金 等 35,508

下水道事業受益者

負 担 金

２. 工 事 負 担 金 31,446

資 本 的 収 入 及 び 支 出

収　　　　　　　入

（単位：千円）

款 項 目 予 定 額

１. 4,062
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備 考

１. 資 本 的 支 出 4,686,000

１. 建 設 改 良 費 1,172,580

１. 管 渠 建 設 費 770,865

２. 管 渠 改 良 費 167,066

３. 処理場建設改良費 6,600

４.
流 域 下 水 道
整 備 事 業 費 228,049

２. 固定資産取得費 3,200

１.
有 形 固 定 資 産
取 得 費 3,200

３. 企 業 債 償 還 金 3,510,220

１. 企 業 債 償 還 金 3,510,220

支　　　　　　　出

（単位：千円）

款 項 目 予 定 額

－40－



（令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで）

（単位：千円）

１. 業務活動によるキャッシュ・フロー

　　　当年度純利益（△は純損失） 453,735

　　　減価償却費 3,889,382

　　　引当金の増減額（△は減少） 15,557

　　　長期前受金戻入額 △ 2,425,646

      受取利息 △ 3

　　　支払利息 305,622

　　　固定資産除却損 8,037

　　　未払消費税等の増減額（△は減少） △ 18,656

　　　その他流動資産の増減額（△は増加） △ 9

　　　小計 2,228,019

　　　利息の受取額 3

　　　利息の支払額 △ 305,622

 　　 業務活動によるキャッシュ・フロー 1,922,400

２. 投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　有形固定資産の取得による支出 △ 820,422

　　　無形固定資産の取得による支出 △ 225,242

　　　国庫補助金等による収入 222,049

　　　受益者負担金等による収入 32,336

　　　一般会計からの繰入金による収入 627,764

 　　 投資活動によるキャッシュ・フロー △ 163,515

３. 財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　一時借入れによる収入 1,000,000

　　　一時借入金の返済による支出 △ 1,000,000

　　　建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 1,961,000

　　　建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 3,510,220

 　　 財務活動によるキャッシュ・フロー △ 1,549,220

　　　資 金 増 加 額 209,665

　　　資金期首残高 793,437

　　　資金期末残高 1,003,102

令和３年度奈良市下水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書

－41－
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費
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給
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〕
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〕
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区
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比
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6

△
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0
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融
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融
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損
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落
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４
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収
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損
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令
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４
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３
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令
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４
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３
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令和３年度奈良市下水道事業予定貸借対照表

（令和４年３月３１日）

（単位：千円）

資   産   の   部

１. 固  定  資  産

  (1)　有  形  固  定  資  産

　  イ　土              地 1,618,453

　  ロ　建              物 612,055

　  　　減 価 償 却 累 計 額 △ 214,109 397,946

　  ハ　構      築      物 115,940,909

　  　　減 価 償 却 累 計 額 △ 27,696,421 88,244,488

　  ニ　機 械 及 び 装 置 3,178,492

　  　　減 価 償 却 累 計 額 △ 1,751,550 1,426,942

　  ホ  車  両  運  搬  具 9,280

　  　　減 価 償 却 累 計 額 △ 4,552 4,728

　  ヘ　器   具   備   品 6,892

　  　　減 価 償 却 累 計 額 △ 2,393 4,499

　  ト　建  設  仮  勘  定 15,070

     　有 形 固 定 資 産 合 計 91,712,126

  (2)　無  形  固  定  資  産

　  イ　施  設  利  用  権 4,548,252

     　無 形 固 定 資 産 合 計 4,548,252

　  固  定  資  産  合  計 96,260,378

２. 流  動  資  産

  (1)　現    金    預    金 1,003,102

  (2)　未       収       金 803,620

     　貸  倒  引  当  金 △ 24,742 778,878

  (3)　そ の 他 流 動 資 産 7,851

　  流  動  資  産  合  計 1,789,831

　  資      産      合    計 98,050,209
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負   債   の   部

３. 固　定　負　債

  (1)　企       業       債

　  イ　建設改良費等の財源に

　  　　充 て る た め の 企 業 債 33,221,307

     　企  業  債  合  計 33,221,307

  (2)　引 　　　当　　　 金

　  イ　退 職 給 付 引 当 金 71,736

     　引  当  金  合  計 71,736

　  固  定  負  債  合  計 33,293,043

４. 流　動　負　債

  (1)　企       業       債

　  イ　建設改良費等の財源に

　  　　充 て る た め の 企 業 債 3,413,445

     　企  業  債  合  計 3,413,445

  (2)　未       払       金 105,760

  (3)　引 　　　当　　　 金

　  イ　賞  与  引  当  金 18,895

     　引  当  金  合  計 18,895

　  流  動  負  債  合  計 3,538,100

５. 繰　延　収　益

  (1)　長　期　前　受　金 79,838,477

  (2)　収  益  化  累  計  額 △ 18,390,707 61,447,770

　  繰  延  収  益  合  計 61,447,770

　  負      債      合    計 98,278,913
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資   本   の   部

６. 資　　本　　金 365,118

７. 剰　　余　　金

  (1)　資　本　剰　余　金

　  イ　補　　　助　　　金 687,037

　  ロ　そ の 他 資 本 剰 余 金 661,061

     　資 本 剰 余 金 合 計 1,348,098

  (2)　欠　　　損　　　金

　  イ　当 年 度 未 処 理 欠 損 金 1,941,920

     　欠　損　金　合　計 1,941,920

　  剰   余   金   合   計 △ 593,822

　  資      本      合    計 △ 228,704

　  負  債  資  本  合  計 98,050,209
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令和２年度奈良市下水道事業予定損益計算書

（令和２年４月１日から令和３年３月３１日まで）

（単位：千円）

１. 営   業    収   益

 (1) 下 水 道 使 用 料 4,775,334

 (2) 雨 水 処 理 負 担 金 458,612

 (3) そ の 他 営 業 収 益 183 5,234,129

２. 営   業    費   用

 (1) 管 渠 費 298,175

 (2) ポ ン プ 場 費 34,432

 (3) 処 理 場 費 465,036

 (4) 普 及 指 導 費 49,497

 (5) 業 務 費 182,757

 (6) 総 係 費 146,108

 (7) 減 価 償 却 費 3,891,891

 (8) 資 産 減 耗 費 10,188

 (9) 流 域 下 水 道 管 理 費 2,015,038 7,093,122

  　営      業      損     失  　 1,858,993

３. 営  業  外  収  益

 (1) 受取利息及び配当金 7

 (2) 他 会 計 負 担 金 4,808

 (3) 他 会 計 補 助 金 348,020

 (4) 国庫補助金及び交付金 48,614

 (5) 県 補 助 金 5,009

 (6) 長 期 前 受 金 戻 入 2,417,265

 (7) 雑 収 益 1,352 2,825,075

４. 営  業  外  費  用

 (1) 支 払 利 息 及 び

企 業 債 取 扱 諸 費 380,368

 (2) 雑 支 出 23,895 404,263 2,420,812

  　経      常      利     益 561,819

５. 特   別    利   益

 (1) 過 年 度 損 益 修 正 益 8 8

６. 特   別    損   失

 (1) 過 年 度 損 益 修 正 損 4,278 4,278 △ 4,270

  当 年 度 純 利 益 557,549

    前 年 度 繰 越 欠 損 金 2,953,204

 当年度未処理欠損金 2,395,655
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令和２年度奈良市下水道事業予定貸借対照表

（令和３年３月３１日）

（単位：千円）

資   産   の   部

１. 固  定  資  産

  (1)　有  形  固  定  資  産

　  イ　土              地 1,618,453

　  ロ　建              物 612,055

　  　　減 価 償 却 累 計 額 △ 188,511 423,544

　  ハ　構      築      物 114,337,317

　  　　減 価 償 却 累 計 額 △ 24,207,422 90,129,895

　  ニ　機 械 及 び 装 置 3,186,523

　  　　減 価 償 却 累 計 額 △ 1,593,669 1,592,854

　  ホ  車  両  運  搬  具 7,280

　  　　減 価 償 却 累 計 額 △ 2,862 4,418

　  ヘ　器   具   備   品 5,982

　  　　減 価 償 却 累 計 額 △ 1,563 4,419

　  ト　建  設  仮  勘  定 313,751

     　有 形 固 定 資 産 合 計 94,087,334

  (2)　無  形  固  定  資  産

　  イ　施  設  利  用  権 4,537,394

     　無 形 固 定 資 産 合 計 4,537,394

　  固  定  資  産  合  計 98,624,728

２. 流  動  資  産

  (1)　現    金    預    金 793,437

  (2)　未       収       金 803,620

     　貸  倒  引  当  金 △ 25,400 778,220

  (3)　前       払       金 117,000

  (4)　そ の 他 流 動 資 産 7,842

　  流  動  資  産  合  計 1,696,499

　  資      産      合    計 100,321,227
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負   債   の   部

３. 固　定　負　債

  (1)　企       業       債

　  イ　建設改良費等の財源に

　  　　充 て る た め の 企 業 債 34,673,752

     　企  業  債  合  計 34,673,752

  (2)　引 　　　当　　　 金

　  イ　退 職 給 付 引 当 金 60,488

     　引  当  金  合  計 60,488

　  固  定  負  債  合  計 34,734,240

４. 流　動　負　債

  (1)　企       業       債

　  イ　建設改良費等の財源に

　  　　充 て る た め の 企 業 債 3,510,220

     　企  業  債  合  計 3,510,220

  (2)　未       払       金 124,416

  (3)　引 　　　当　　　 金

　  イ　賞  与  引  当  金 13,928

     　引  当  金  合  計 13,928

　  流  動  負  債  合  計 3,648,564

５. 繰　延　収　益

  (1)　長　期　前　受　金 78,585,923

  (2)　収  益  化  累  計  額 △ 15,965,061 62,620,862

　  繰  延  収  益  合  計 62,620,862

　  負      債      合    計 101,003,666
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資   本   の   部

６. 資　　本　　金 365,118

７. 剰　　余　　金

  (1)　資　本　剰　余　金

　  イ　補　　　助　　　金 687,037

　  ロ　そ の 他 資 本 剰 余 金 661,061

     　資 本 剰 余 金 合 計 1,348,098

  (2)　欠　　　損　　　金

　  イ　当 年 度 未 処 理 欠 損 金 2,395,655

     　欠　損　金　合　計 2,395,655

　  剰   余   金   合   計 △ 1,047,557

　  資      本      合    計 △ 682,439

　  負  債  資  本  合  計 100,321,227
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奈良市下水道事業注記表 

 

会計に関する書類における注記 

 

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項 

１ 固定資産の減価償却の方法 

⑴ 有形固定資産 

・減価償却の方法 定額法 

・主な耐用年数 

建物     １５～５０年 

構築物        ５０年 

機械及び装置  ６～２０年 

器具及び備品  ２～１５年 

⑵ 無形固定資産 

・減価償却の方法 定額法 

２ 引当金の計上方法 

⑴ 退職給付引当金 

職員の退職手当の支給に備えるため、当年度の退職手当の期末要支給額に相当

する金額を計上している。なお、地方公営企業法適用前である平成２５年度まで

の要支給額については、一般会計がその全部を負担することになっているため、

退職給付引当金は計上していない。 

⑵  賞与引当金 

職員の期末・勤勉手当の支給及びこれに係る法定福利費の支払に備えるため、

当年度末における支給（支払）見込額に基づき、当年度の負担に属する額（１２

月から３月までの４か月分）を計上している。 

⑶  貸倒引当金 

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額

を計上している。 

３ その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項 

⑴  消費税及び地方消費税の会計処理 
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消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。 

なお、控除対象外消費税等については、当事業年度の費用として処理している｡ 

 

 Ⅱ．予定キャッシュ・フロー計算書等関連 

１ 重要な非資金取引 

⑴  当年度、新たに計上する受贈財産に係る資産及び負債の額は、それぞれ３７０，

４０５千円の見込みである。 

 

 Ⅲ．予定貸借対照表関連 

  １ 保証債務又は重要な係争事件に係る損害賠償義務等に関する事項 

    該当事項無し 

  ２ 引当金の取崩し 

⑴ 退職給付引当金の取崩し 

該当事項無し 

⑵  賞与引当金の取崩し 

令和３年度において、期末・勤勉手当の支給及びこれに係る法定福利費の支払

として１３，９２８千円を負担するため、賞与引当金を同額取り崩すものとして

算定した。 

⑶   貸倒引当金の取崩し 

令和３年度において、５年経過債権及び破産等により免責対象となる債権

４，００１千円について不納欠損処分をするため、貸倒引当金を同額取り崩すも

のとして算定した。 

 

Ⅳ．セグメント情報の開示 

１ 報告セグメントの概要 

下水道事業会計は、公共下水道事業及び農業集落排水事業を運営しており、各事

業で運営方針等を決定していることから、公共下水道事業及び農業集落排水事業の

２つを報告セグメントとしている。 

なお、各報告セグメントに属する事業の内容は以下のとおりである。 
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セグメント区分 事業の内容 

公 共 下 水 道 事 業  市街地における、し尿・生活雑排水等の処理及び雨水排除 

農業集落排水事業 農業集落における、し尿・生活雑排水等の処理及び雨水排除 

 

２ 報告セグメントごとの営業収益等 

当年度 （ 自 令和3年4月1日 至 令和4年3月31日 ） 

単位（千円） 公共下水道事業 農業集落排水事業 合   計 

営業収益 5,722,262 48,550 5,770,812 

営業費用 7,193,837 398,257 7,592,094 

営業損益 △1,471,575 △349,707 △1,821,282 

経常損益 422,487 △13,221 409,266 

その他項目    

 他会計繰入金 562,333 169,694 732,027 

 減価償却費 3,607,241 282,141 3,889,382 

 特別利益 8 0 8 

 特別損失 4,274 0 4,274 

 有形固定資産及び 

無形固定資産の増加額 
1,175,780 0 1,175,780 

 

Ⅴ．リース契約により使用する固定資産 

１ リース会計に係る特例措置 

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方

法に準じた会計処理によっている。 

  ２ 賃貸借処理を行っている所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過

リース料相当額 

      １年内     ２，４６８千円 

      １年超     ４，０６３千円 

       計       ６，５３１千円 
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  ３ 解約不能のオペレーティング・リース取引に係る未経過リース料相当額 

     １年内      ６６７千円 

     １年超        ０千円 

      計       ６６７千円 
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